平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	市政創造

	議員名
	我妻静夫・岡田健一・山川明・山中正尚・古澤孝市・徳中嗣史・早川昇三

	調査実施年月日
	平成２４年１０月１０日（水）　　

	調査先　自治体名等
	愛媛県　松山市　全国市議会議長会フォーラム

	調査項目
	全国市議会議長会フォーラム

	調査目的
	地方自治の課題と議会のミッションについての講演会参加

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口　：　５１７，２３２　人（Ｈ２４．１２．１現在）　　　行政面積　：　４２９．０５　ｋ㎡

２　視察内容
全国市議会議長会フォーラムの参加
①基調講演　｢地方自治の課題と議会のミッションについて｣
②パネルディスカッション　｢地方議会における政策形成の在り方について｣
③課題討議　｢大震災における議会の役割｣

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	１．基調講演　地方自治の課題と議会のミッションについて　　
片山善博　（前総務大臣・慶応義塾大学法学部教授）
1）｢教育は自治体の最重要課題｣と題しての講演
講演の中で主な課題として、①義務教育は、自治体にとっての最重要課
題であり、議会として教育現場をよく把握する事が大切である。②教育委員
の選任については、議会が最終責任を持っているので日頃の活動について
注視する事が大切である。③教育現場では、三位一体の改革により義務教
育国庫負担金が減額となり、教職員の非正規化が進み、正規の教職員の
負担が増えるなどの問題が提起されている。などのお話がありました。
２．地方議会における政策形成の在り方について　（パネルディスカッション）
　　　コーディネーター：佐々木信夫　（中央大学経済学部教授）
パネリスト：江藤俊昭（山梨学院大学法学部教授）・金井利之（東京大学

公共政策大学院教授）・坪井ゆづる（朝日新聞仙台総局長　

東北復興取材センター長）寺井克之（松山市議会議長）

始めに、佐々木教授より、地方議会創設以降の議会の役割についての説明と、議会改革についての提言がされました。この中では、明治憲法下においての首長の諮問機関、戦後の機関委任事務下においての形式的な議事機関、2000年改革後の地方分権下に於いての実質的な立法機関となった経緯の説明があり、このあと、議会改革について二つの側面（行政改革と政策の質を高める改革）について説明された。そして、執行機関の行政執行の在り方について質し、開かれた議会づくり等の政治改革には議会改革があり、「議会改革の本丸は政治改革である。」などの提言をされた。この後、４名のパネラーより発言があり、｢議会の権限｣、「今後の地方議会や議員の在り方」、「立法機関として求められている役割」など議会における政策形成の在り方という課題でディスカッションがされました。
３．大震災における議会の役割　（課題討議）
・災害を体験された3市からの報告。（南相馬市、名取市、陸前高田市）

・議員として対応についての報告。
４．所感：講演の中で地方議会の役割についてお話があり、二元代表制の中で選ばれた首長と議会が民意により選ばれ、互いにしっかりと機能させて行く事が大切であり、特に「一人の首長より合議体である議会が、情報発信をして行く事が重要である。」とお話があり、改めて議会の重要性を感じました。


